（連合）政策ニュースレター第443号

保育短時間の就労時間の下限（案）提示、月48時間以上

子ども・子育て会議（第８回）報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

　子ども・子育て会議の第８回会合が2013年11月25日、中央合同庁舎第４号館内会議室で開催され、引き続き保育の必要性の認定や確認制度等に関する議論が行われた。連合から高橋・副事務局長が出席した。

１．保育の必要性の認定について

２．共働き等家庭の子どもの幼稚園利用について

　事務局より保育の必要性の認定について、第３～７回会合における議論等を踏まえた修正案が提案された。あわせて、共働き等家庭の子どもが幼稚園等を利用する場合の手続を明確にするための量の見込みや提供体制の確保、認定のあり方等に関する論点が追加で示され、年末までのとりまとめに向けて議論が行われた。

　委員からの主な発言は以下のとおり。

•保育標準時間の11時間と、保育短時間の就労時間の下限の月48時間以上は国のスタンダードとしてはよい。ただ、初めての試みであり、教育標準時間を含めれば３段階となるため、混乱がないようにすべき。

•保育短時間の就労時間の下限（月48時間以上）の設定にともない、10年間程度の経過措置期間を設けることに賛成。

•保育短時間について、月48時間でも月200時間でも、保育標準時間未満の認定であれば利用料が変わらないため、保育サービスの乱用を招く。

•幼稚園の場合は預かり保育の利用料がかかるのに、保育短時間の場合は追加負担なく８時間利用できるのは公平性の観点から問題。

•保育時間は８時間を守るべき。８時間と11時間で保育料が変わらないのであれば理解は得られないのではないか。また、８時間を超える保育に公費を投じる先進国が果たしてあるのか。 

•土曜日は延長保育と位置づけ、上乗せ負担を求める考え方もある。

•夫婦ともにサービス業の場合やひとり親家庭のことを考えると、日曜日の延長保育をきちんと設定しておくべき。

•実際に保育所を利用している保護者の働き方（就労時間）の実態があったら示してほしい。

•教育標準時間については、月～金曜日の学級編成が前提とされているが、土曜日は学級編成しなくてよいのか。

•「優先利用」について、幼稚園教諭、保育教諭、保育士の子どもの利用について、人材確保の観点から市町村の判断で配慮することに賛成。

•共働き等家庭の子どもが幼稚園等を利用する場合の手続の明確化について、施設が幼稚園として残る選択肢があるので議論が必要。ただ、認定こども園の普及が前提である。移行を希望している幼稚園が需給調整で妨げられることがないようにすべき。

•保育認定でも、教育標準時間と預かり保育が利用できれば状態は変わらない。さまざまな選択肢が必要。

•保育認定の子どもが幼稚園を利用した場合は教育標準時間が限度となるが、幼稚園認定の子どもが保育所を利用した場合は８時間ないしは11時間利用が可能となるため、両者の整理が必要。

•保育認定で幼稚園への入園を希望する場合は希望先に入園させるべき。

•預かり保育にもきちんと給付を充てるべき。

•幼稚園は４月が入園月である。共稼ぎ等家庭が幼稚園を利用することに反対するつもりはないが、期中での変動は少ない方がありがたい。

３．確認制度について

　事務局より確認制度について、第３～７回会合における議論等を踏まえた修正案が提案された（議論は次回以降）。

４．幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）の審議の経過について

　事務局より中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会のもとに設置されている「認定こども園教育専門部会」と、社会保障審議会児童部会のもとに設置されている「認定こども園保育専門委員会」の合同の検討会議（幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）の策定に関する合同の検討会議）におけるこれまでの意見のまとめが報告された（議論は次回以降）

　次回会議は、第９回子ども・子育て会議が2013年12月16日に開催される（第10回子ども・子育て会議基準検討部会と合同開催）。　

以上

